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【資　料】

Ⅰ．はじめに
　わが国における高齢化は著しく進行しており，
2019年に65歳以上の人口は，3,589万人となり高
齢化率は28.4％となった（内閣府，2020）。そして，
65歳以上の高齢者の認知症患者が増加し，2025年
には約700万人に達することが推測されている（二
宮，2015）。精神科医療においてもその傾向は例に
漏れず，精神疾患を有する入院患者数は減少傾向で
ある一方，年齢別では65歳以上の入院，疾患別で
は認知症の入院が増加していることが報告されてい
る（厚生労働省，2020a）。また，疾患別にみると
統合失調症，統合失調症型障害および妄想性障害と
いった統合失調症圏の入院が最も高く（厚生労働省，
2019），現在まで地域移行支援や退院促進などさま
ざまな策は講じられてきているが，高齢の統合失調
症患者は精神医療の中心的課題の1つであり（精神
保健医療福祉白書，2019），身体合併症や認知症を
併発する患者も増加することが予測される。
　厚生労働省は団塊の世代が75歳以上となる2025
年を目途に，地域包括ケアシステムの構築に取り組
んでいるが（厚生労働省，2020b），高齢者を取り

巻く介護・医療現場における課題の1つとして身体
拘束がある。身体拘束は転倒・転落防止やカテーテ
ル類の自己抜去防止などの目的，また，精神科医療
においては，精神症状の急激な悪化による自傷他害
を防ぐ目的でも隔離や身体拘束が行われている。精
神科医療における身体拘束の歴史は長く，ピネル
（P.Pinel）が18世紀末に「精神病者の鎖からの解放」
を唱えて以来約200年経た現在でも議論は継続して
いる。精神科医療における行動制限には通信・面会
の制限，隔離，身体的拘束（身体拘束），任意入院
患者の解放処遇があるが，本来ならば許されないは
ずの行動制限が許容されるには，一定の手続きを踏
み，ルールを順守することが前提となる（天賀谷
他，2007）ため，行動制限については精神保健福
祉法第36条・37条に規定され，行動制限基準につ
いては告示128号，129号，130号によって示され
ている。また，2004年の診療報酬改定で「医療保
護入院等診療料」が新設され，病院内に「行動制限
最小化委員会」の設置が義務付けられ，各病院にお
いて行動制限最小化に向けて取り組みが行われてい
る（天賀谷他，2007）。しかし，加藤他（2020）は
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「精神保健福祉資料（630調査）」から精神科病院の
身体拘束実施状況を調査した結果，身体拘束実施者
数は2018年度630調査において全国で11,362人で
あり，2003年度と比べ約2.2倍に増加していること，
χ2検定において特に75歳以上の患者の身体拘束実
施率が有意に高く，診断名では「精神遅滞（知的障
害）」「アルツハイマー病型認知症」「血管性認知症」
などが有意に高かったことを明らかにしている。
　身体拘束は筋力低下，皮膚障害，急性肺血栓塞栓
症，屈辱感，無力感など高齢者の心身にさまざまな
弊害を生じさせ，人間としての尊厳と誇りの喪失や
身体拘束に起因した死を，看護師には看護実践の専
門性・主体性・自律性の喪失を引き起こすといわれ
ている（鈴木他，2020）。また，身体拘束をするこ
とによって高齢者の身体機能や認知機能が一層低下
し，その結果，転倒やせん妄などの二次的・三次的
な障害が生じ，その対応のためにさらに拘束を必要
とするという悪循環がおきる（厚生労働省，2001）。
介護現場においては，2000年にスタートした介護
保険制度に伴い身体拘束が原則禁止されて以降，「身
体拘束ゼロ作戦」として身体拘束のないケアに向け
てさまざまな取り組みが進められている（厚生労働
省，2001）。また医療現場においても2016年に診
療報酬改定で「認知症ケア加算」が新設され，身体
疾患のために入院した認知症患者のケアの質向上を
図るため，病棟での取り組みや多職種チームによる
介入を評価することや，身体拘束を実施した日は
100分の60に減算されるといった要件があり（中
西，2019），行政レベルでも認知症高齢者へのケア
の質向上と身体拘束の防止の促進が図られていると
いえる。その他の指針としては，日本看護倫理学会
が2018年に「医療や看護を受ける高齢者の尊厳を
守るためのガイドライン」「身体拘束予防ガイドラ
イン」の2部構成で看護倫理ガイドラインを発刊し
ている（日本看護倫理学会，2018）。
　ライフステージの総まとめの段階にある高齢者が
最後までその人らしく尊厳をもって生きることがで
きるように支援していくことが必要である。先行研
究では精神科に入院中の高齢者への身体拘束に関し
ての実態調査はみられなかったが，精神科に入院し

ている高齢者への身体拘束に対する看護師の認識と
身体拘束早期解除に向けての取り組みに関する8件
の報告があった。そこで，本研究では，精神科に入
院している高齢者への身体拘束に対する看護師の認
識と取り組みについて先行文献の知見を整理し，今
後精神科における高齢者への身体拘束を最小化する
ための支援について示唆を得ることを目的とした。

Ⅱ．方法
１．用語の定義

1） 精神科とは，精神科病院，もしくは精神科病棟
とした。

2） 身体拘束とは，厚生省告示第129号に倣い，衣
類または綿入り帯等を使用して，一時的に患者
の身体を拘束し，その運動を抑制する行動の制
限とした。

3） 高齢者とは，65歳以上の精神疾患患者とした。
２．文献検索方法および選定

　医学中央雑誌Web版，CINAHL Plusを用いて
原著論文に限定してデータベース検索を行った
（2020年9月）。医学中央雑誌Web版では，キー
ワードを「高齢者」「身体拘束」「精神病院 or 精
神科病棟」とし検索をしたところ23件，「高齢
者」「身体拘束」「精神看護」で検索したところ66
件であった。CINAHL Plusでは，キーワードを
「elderly」「physical restraint」「psychiatric hospital 
or psychiatric ward」で検索すると11件，「elderly」
「physical restraint」「psychiatric nursing」とすると
6件であった。以上の文献の中から，抄録のない文
献，レビュー文献，日本語もしくは英語以外の文献，
高齢者の身体拘束に対する精神科看護師の認識，ま
たは取り組みについて具体的な記載のない文献を除
外し，さらに重複した文献を除いた結果，最終的に
国内文献7件，国外文献1件の8文献が本研究の分
析対象となった。
３．文献の整理と分析方法

　各文献の著者名，発行年，研究方法（①研究目的，
②研究対象，③研究デザイン），高齢者への身体拘
束に関する結果の概要を要約し，マトリックスシー
トを作成した。精神科に入院中の高齢者への身体拘
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束に対する看護師の認識と取り組みについては，各
文献を精読し，身体拘束に関する看護師の認識と取
り組みについてのサブカテゴリー，またはサブカテ
ゴリーがない場合は具体的に記述されている個所を
抜粋しコード化した。そして類似するものを集約し
てカテゴリー化した。拘束という用語以外に行動制
限や抑制という用語が使用されている記述について
は，各文献の行動制限の定義の中に身体拘束が含ま
れている場合や，内容を精読した結果，身体拘束を
意味する場合は該当箇所として抜粋した。
　分析は共同研究者で行い，内容の解釈が恣意的に
ならないように配慮した。

Ⅲ．結果
１．精神科に入院中の高齢者への身体拘束に対する

看護師の認識と取り組みに関する研究の概要

　対象文献の概要を表1-1，1-2に整理した結果，自

記式質問紙調査の自由記載の分析が1件（No.1），質
的研究が3件（No.2, 3, 5），事例研究が3件（No.4, 
6, 7），民俗学的研究が1件（No.8）であった。また，
事例研究（No.4, 6, 7）の対象者の身体拘束の状況（身
体拘束の原因，または目的，部位，期間，疾患名，年
齢，性別）について表2に整理した。身体拘束の原
因，または目的については，多動，ベッドからの転落
防止（No.4），ドア叩き，暴力行為，拒薬・拒食（No.6），
カテーテル類の自己抜去防止，転倒・転落防止（No.7）
が挙げられていた。身体拘束の種類については2件
のみ記載されており，四肢拘束と胴拘束（No.6），両
上肢拘束と体幹拘束（No.7）であった。疾患名は認
知症が1件（No.4），統合失調症が1件（No.6），認
知症と統合失調症が1件（No.4），老年期精神病と認
知症が1件（No.7）であった。年齢は全員が70代であっ
た。拘束期間については，最短でも1カ月以上（No.6），
最長では1年6カ月（No.7）であった。

表1-1　対象文献一覧
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表1-2　対象文献一覧
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表2　身体拘束の原因，又は目的，部位，期間，疾患名，年齢，性別

２．精神科に入院中の高齢者への身体拘束に対する

看護師の認識

　精神科に入院中の高齢者への身体拘束に関する看
護師の認識は，8件すべての文献から抽出され，48
コード，8サブカテゴリー，4カテゴリーに集約さ
れた（表3）。以下，カテゴリーは【 】，サブカテゴ
リーは〈 〉，コードは「 」，各文献の具体的な記述
は『 』で示す。
　【身体拘束の必要性の認識と仕方がないという思
い】は，〈身体拘束は患者を守るために必要〉〈安全
確保や治療のために身体拘束はやむを得ない〉の2
サブカテゴリーで構成された。このカテゴリーは，
精神状態の悪化によるさまざまな危険から患者自身
を守り精神状態の安定を図る目的での身体拘束の意
義と，安全確保や治療のため身体拘束以外の術がな
くやむを得ず行っているという看護師の複雑な思い
を示している。〈身体拘束は患者を守るために必要〉
には，「精神症状が落ち着くには制限が必要」「危険
から守るため必要」などが含まれた。〈安全確保や
治療のために身体拘束はやむを得ない〉には，「リ
スク予防のために行動制限は仕方がない」「身体拘
束解除によるデメリットの方が大きい」「仕方がな
いという考えとともにやり切れなさを感じる」など
が含まれた。【身体拘束には患者以外の要因も影響
している】は，〈身体拘束の背景には医療者側の要
因もある〉〈身体拘束の背景には組織的な要因もあ

る〉の2サブカテゴリーで構成された。このカテゴ
リーは，医療者側の防衛的姿勢や行動制限に対する
技術不足，精神科の治療環境，人員不足という組織
的な要因が身体拘束に影響しているという看護師の
認識を示している。〈身体拘束の背景には医療者側
の要因もある〉には，「医療者の安心のために身体
拘束をしている」「看護師の技量も含めて身体拘束
をする体制になっていない」「何かあったら責任が
問われる」などが含まれた。〈身体拘束の背景には
組織的な要因もある〉には，「身体拘束の背景にあ
る人員配置上の問題」「病棟の特徴も身体拘束に影
響している」「精神科での身体拘束の状況に対する
違和感」という，人員配置不足や病棟の患者層や治
療方針が身体拘束に影響していること，過去勤務し
ていた病院と比較し精神科では違和感なく身体拘束
が行われていると認識していることが含まれた。【身
体拘束に倫理的葛藤を感じる】は，〈患者の苦痛に
対する罪悪感〉〈看護師としての責任と身体拘束に
対する疑問〉の2サブカテゴリーで構成された。こ
のカテゴリーは，患者の人権と安全の保護という異
なる倫理的価値観の対立による戸惑いや身体拘束
に対するスタッフ間での意見の相違という看護師
の困難感を示している。〈患者の苦痛に対する罪悪
感〉には，「隔離や身体拘束には精神的・身体的苦
痛があると思う」「身体拘束を受ける患者に申し訳
ないと思う」「つらい気持ちを抑えて行動制限をし
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表3　精神科に入院中の高齢者への身体拘束に対する看護師の認識
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ている」など，患者の精神的・身体的苦痛を想像し
罪悪感を感じながら身体拘束を行っているという内
容が含まれた。〈看護師としての責任と身体拘束に
対する疑問〉には，「身体拘束への抵抗感と看護師
としての責任」「身体拘束継続に関する迷いと意見
の違い」「医療者側の要因による身体拘束に対する
疑問」という身体拘束は不自然でありかわいそうだ
が，患者に納得してもらえるようにするのが看護師
の役割という認識，身体拘束は医療者の安心のため
に行われているのではないかという疑問，身体拘束
継続についてスタッフ間で意見の相違があり迷いを
感じていることが含まれた。【身体拘束最小化にお
ける看護の専門性とやりがい】は，〈身体拘束は必
要最小限で行われるべき〉〈身体拘束最小化の取り
組みにおける精神看護の専門性とやりがい〉の2サ
ブカテゴリーで構成された。このカテゴリーは身体
拘束を最小化するために代替方法など創意工夫する
過程において，チームで協働することや身体拘束解
除後の患者の心身状態が改善することに対して看護
師が喜びややりがいを感じていることを示している。
〈身体拘束は必要最小限で行われるべき〉には，「身
体拘束以外の対応や手段も考えるべき」「カンファ
レンスで学ぶ」「チームで取り組む」「行動制限の知
識や学習が必要」など，身体拘束を最小化するため
に，代替方法を検討したり，カンファレンスや行動
制限の学習を通してチームで協働しているというこ
とが含まれた。〈身体拘束最小化の取り組みにおけ
る精神看護の専門性とやりがい〉には，「身体拘束
の解除には看護師の判断が重要であり精神看護の専
門性である」「身体拘束を要するような状況も看護
師の関わり次第」「身体拘束をしないための工夫を
話し合い実践していくことでやりがいを感じる」「患
者のよい反応がうれしく，やりがいを感じる」など，
身体拘束を最小化するうえで，患者への関わり方や
アセスメント力といった看護の専門性が求められる
こと，身体拘束を最小化する取り組みをチームで協
力して行っていく過程でやりがいが感じられること，
身体拘束解除後の患者の心身の状態の改善に対して
喜びを感じるということが含まれた。

３．精神科に入院中の高齢者への身体拘束最小化に

向けた取り組み

　精神科に入院中の高齢者への身体拘束最小化に
向けた取り組みは，7文献（No.2-8）から抽出され，
50コード，15サブカテゴリー，5カテゴリーに集
約された（表4-1，4-2）。以下，カテゴリーは【 】，
サブカテゴリーは〈 〉，コードは「 」，各文献の具
体的な記述は『 』で示す。
　【患者の在り方を尊重する】は，〈患者の人として
の尊厳を守る〉〈患者の自己決定を尊重する〉〈患者
のペースを尊重する〉の3サブカテゴリーから構成
された。このカテゴリーは，患者の人としての尊厳
を守り，患者の自己決定や自由意思に基づく行動を
支援することを示している。〈患者の人としての尊
厳を守る〉には，「患者の立場に立って考え，対応
する」「患者を呼ぶときは〇〇さんと正しく呼ぶ」
など，加齢や精神症状によって認知機能やコミュニ
ケーション力が低下している患者に対して，「人」
としての尊厳を守り大切な存在として接することが
含まれた。〈患者の自己決定を尊重する〉には，「患
者が自分で決定できる言葉で声かけをする」「執拗
に促さず機会をみて接する」など，患者自身の決定
を支え，無理強いをしない働きかけが含まれた。〈患
者のペースを尊重する〉には，「徘徊，不眠がみら
れても他患者の迷惑にならなければ自由に過ごし
てもらう」「患者のペースに合わせてスタッフが動
く」など，患者を焦らせず，患者のペースで行動で
きるように環境調整したり，ゆとりをもって関わる
ことが含まれた。【患者の安心感が高まるように関
わる】は，〈患者の言動の意味を理解しようとする〉
〈入院や治療の必要性を患者自身が感じられるよう
に丁寧に関わる〉〈患者の苦痛が軽減するように治
療方法を検討する〉〈患者が安心できるように支持
的・受容的に関わる〉の4サブカテゴリーで構成さ
れた。このカテゴリーは，患者の安心感が高まるよ
うに，言語化しづらい患者の思いをくみ取ってニー
ドを満たしたり，苦痛の少ない治療方法を検討した
り，入院や治療の必要性を理解できるように患者に
丁寧に説明したり，支持的・受容的に関わるという
援助を示している。患者の言動の意味を理解しよう
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表4-1　精神科に入院中の高齢者への身体拘束最小化に向けた取り組み
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とする〉には，「不潔行為があっても，どうして触
るのか理由を考え，個々にあった対応をする」「患
者の言動や表情などの反応の観察を行う」など，患
者の言動には必ず意味があると考え，その背景にあ
る患者の思いに心を配りながらニードを満たす工夫
が含まれていた。〈入院や治療の必要性を患者自身
が感じられるように丁寧に関わる〉には，「処置の
必要性と，服薬で辛さが軽減することを説明し続け
る」「看護師が味方であるということを繰り返し伝
える」など，安全感が脅かされている患者に対し，
今いる場所が安全であることや患者自身が感じてい
る苦しさや辛さが治療によって軽減するということ
を患者の反応を確認しながら丁寧に伝え続けるとい
う関わりが含まれていた。〈患者の苦痛が軽減する
ように治療方法を検討する〉には，「過鎮静を含め
た薬の効果を観察する」「本人の負担を軽減するよ
うに主治医と共に治療方法を検討する」など，主治
医と苦痛が少ない治療方法について検討することが
含まれた。〈患者が安心できるように支持的・受容

的に関わる〉には，「声を荒げていると気づいたら
傍に行き話をして手を握る」「安心できるよう支持
的・受容的に接し，穏やかな統一した言動を心がけ
る」など，穏やかな言動，タッチング，傾聴などの
言語的非言語的コミュニケーションを工夫しながら
患者が安心感を感じられるように関わっていること
が含まれた。【身体拘束解除に向けて家族を含めた
チームで協働する】は，〈身体拘束の目的となって
いる事項について対策を検討する〉〈身体拘束解除
に向けて多職種で密に連携する〉〈家族の理解が得
られるように説明する〉の3サブカテゴリーで構成
された。このカテゴリーは，多職種と家族で協働し
ながら身体拘束解除に向けて取り組むことを示して
いる。〈身体拘束の目的となっている事項について
対策を検討する〉には，「身体拘束の目的を一つず
つ整理し，カンファレンスで検討する」など，拘束
の目的となっているカテーテル類の自己抜去防止や
転倒・転落防止という事項について一つずつ整理し，
多職種カンファレンスで治療方法や介入方法につい

表4-2　精神科に入院中の高齢者への身体拘束最小化に向けた取り組み
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て検討し，患者の反応を確認しながら実施，評価，
修正を繰り返していくことが含まれた。〈身体拘束
解除に向けて多職種で密に連携する〉には，「主治
医を交えたカンファレンスを毎日計画し，精神状態
に合わせたケアやかかわり方について確認する」「看
護師，看護補助，担当医師，内科医師，栄養士でカ
ンファレンスを繰り返し行い身体拘束解除の検討を
する」など，身体拘束解除に向けて，患者の状態像，
治療，介入方法について日々相談したり，カンファ
レンスで話し合うことを通して密に連携をしている
ことが含まれた。〈家族の理解が得られるように説
明する〉には，「家族に身体拘束解除によるリスク
を説明する」「家族に外傷防止に努めることとその
対策を説明し身体拘束解除に対する同意を得る」と
いう身体拘束の解除におけるリスクや事故防止対策
を説明し，家族の理解や協力が得られるように努力
をしていることが含まれた。【疾患別の特性や対処
方法，行動制限について学習する】は，〈認知症ケ
アについての意識付けや学習機会を設ける〉〈暴力
防止対策について学習機会を設ける〉〈行動制限に
ついて指導を受ける〉の3サブカテゴリーから構成
された。このカテゴリーは，身体拘束最小化のため
に精神科の高齢者に多くみられる疾患別の特性に応
じた対処方法や行動制限について学習することを示
している。〈認知症ケアについての意識付けや学習
機会を設ける〉には，「認知症ケアの注意点を見や
すい位置に張り出す」「定期的に認知症ケアの勉強
会を行う」など，疾患特性に応じた関わり方につい
て理解を深めたり，チームの意識を高める工夫が行
われていることが含まれた。〈暴力防止対策につい
て学習機会を設ける〉には，「包括的暴力防止プロ
グラムの伝達を行う」という精神科における身体拘
束の主要な原因の1つである暴力によって患者と看
護師双方が不利益を被らないように対処行動につい
て勉強会を開催していること，〈行動制限について
指導を受ける〉には，「カンファレンスや上司の指
導により行動制限の知識を得ている」ことが含まれ
た。【患者にとって心地よく安全に過ごせる環境作
りに取り組む】は，〈患者の行動を制限せずに安全
に過ごせる環境を作る〉〈心地よく過ごせる環境作

りに前向きに取り組む〉の2サブカテゴリーで構成
された。このカテゴリーは，身体拘束を行わずに患
者が心地よく安全に過ごせるための環境作りを創意
工夫しながら行っていることを示している。〈患者
の行動を制限せずに安全に過ごせる環境を作る〉に
は，「ベッド周囲の環境を整え，転落時のリスクを
軽減する」「安全に心地よく過ごせる場所を提供す
る」など，ベッドを低くする，ベッド横やホールに
マットを敷くといった工夫を行い，患者の自由に動
きたいという自然な欲求を制限せずに患者が安全に
過ごせる環境を整えていた。〈心地よく過ごせる環
境作りに前向きに取り組む〉には ,「ゆっくり入浴
できる方法，落ち着かない患者への対応についてさ
まざまな提案をする」「身体拘束をするデメリット
を考え（身体拘束をしない看護を）やってみようと
いう前向きな気持ちになる」など，実際に創意工夫
した結果，身体拘束を解除できた成功体験に支えら
れ，身体拘束をせずに患者が心地よく過ごせる環境
作りに前向きに取り組んでいることが含まれた。
　

Ⅳ．考察
１．精神科における高齢者への身体拘束に関する状況

　3件の事例研究の対象者の疾患をみると，認知症，
統合失調症，統合失調症と認知症の併発，老年期精
神病と認知症の併発であり，精神科医療における身
体拘束の対象者の多様性を示していると考える。そ
れに伴って身体拘束の目的も一般病院や介護現場で
多くみられる転倒・転落防止，カテーテル類の自己
抜去防止に加え，精神科で発生しやすい精神症状の
悪化に起因する暴力行為が挙げられていた。転倒・
転落防止やカテーテル類の自己抜去防止目的の身体
拘束と精神運動興奮状態による暴力行為に対する身
体拘束は緊急度や対処方法も異なるため，精神科の
臨床では対象や状況に応じて個別的に対応しなけれ
ばならない複雑さがあると推察される。拘束の部位
については，2件にのみ記述されていた。四肢拘束
と胴拘束（No.6），両上肢拘束と体幹拘束（No.7）
が1件ずつ報告されており，ひとえに身体拘束と
いっても拘束部位が増えるほど自由に動ける範囲が
限定され，身体的・精神的苦痛は増幅すると考えら
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れる。そのため，やむを得ず身体拘束に至ったとし
ても，目的と合致した身体拘束となっているのか，
その妥当性について日々検討し，拘束部位や拘束期
間が最小限となるような倫理的視点に基づいた配慮
が必要であると考える。拘束期間については，最短
でも1カ月（No.6），最長で1年6カ月（No.7）に
も及んでいた。No.7の事例では，看護師は身体拘
束が患者にとって必要だと考え長期間実施していた
が，縛らない（身体拘束をしない）看護の考え方に
触れ，身体拘束解除に向けての対策を検討しようと
視点を変え実践したことが報告されていた。そのた
め看護師の意識や姿勢が身体拘束の実施に大きく影
響し，看護師の意識や行動によっては，数年にわた
り身体拘束が継続されてしまうことが懸念される。
一時的な精神運動興奮状態であれば，適切な薬剤と
関わりを通して精神状態が安定すれば身体拘束は解
除できるが，転倒・転落予防目的の身体拘束は，一
度身体拘束をしてしまうと明確な目標，介入，評価
がない限り，解除可能かどうかの判断が出来ずに長
期化してしまうと考えられる。転倒・転落予防目的
の身体拘束の効果についてはエビデンスがないこ
とが報告されている（Evans et al., 1990）。そのた
め，リスク予防目的の身体拘束は治療方法の見直し
や代替方法を検討することによって防止する努力が
必要である。リスク予防目的の身体拘束を防ぐ工夫
については「身体拘束ゼロへの手引き」（厚生労働省，
2001）「看護倫理ガイドライン」（日本看護倫理学会，
2018）に具体的に記載されている。精神科での身
体拘束の実態調査としては現行の630調査があるが，
2017年から調査方法が変更となり，それまでの隔
離・身体拘束患者数のみの把握から患者属性（年齢・
主診断・病棟入院料など）も紐づけられるようになっ
た（精神保健医療福祉白書，2019）。しかし，身体
拘束の目的，部位，期間，取り組みの詳細について
は調査されていない。そのため，それらを含めた詳
細な調査を行い高齢者への身体拘束の取り組みの実
態，身体拘束の妥当性，取り組みの効果判定を行う
ことが肝要である。また，事例研究を除く研究の対
象者はすべて看護師であったため，今後は患者の精
神状態を含め倫理的側面に十分配慮したうえで，患

者や家族を対象とした研究も行っていく必要がある
と考える。
２．精神科における高齢者への身体拘束に対する看

護師の認識と取り組み

　【身体拘束の必要性の認識と仕方がないという思
い】では，『精神症状が悪化した急性期の患者は自
分でもどうにも抑えられない』『急性期の精神科患
者にとって優先順位を考えると拘束は必要』（No.3）
などの記述より，精神科においては，患者の精神状
態の急激な悪化によって命の危険と隣合わせの緊急
の状態が発生しやすく，そのような状況においては
患者の生命を守り精神状態の安定化をはかるという
患者にとっての身体拘束の意義を精神科看護師が感
じていると推測される。一方で，『転倒・点滴自己
抜去・盗食等の予防のため行動制限は仕方がない』
（No.2）『酸素マスクを外すため仕方ないから拘束
する』（No.4）という記述からは，他に代替方法が
ないため仕方ないと消極的な姿勢で身体拘束を行っ
ている状況があることも窺える。後者の状況のよう
に患者にとっての身体拘束の意義を看護師が認識し
づらい状況においては，【身体拘束に倫理的葛藤を
感じる】ことが多いと考えられる。患者に『申し訳
ない気持ち』（No.3）『自由に動けることが当たり
前なのに行動制限が患者にとっていいことなのか』
（No.3）『（身体拘束解除に対して）なかなかみんな
慎重』（No.5）『安心というのは医療者の安心』（No.5）
という記述から，看護師として安全を守る責任と人
権を守る責任という異なる価値観の狭間で自問自答
したり，身体拘束の是非や継続についてスタッフと
意見の相違があったりと看護師が身体拘束に関して
さまざまな倫理的葛藤を抱いていることが推察され
た。倫理的葛藤自体はネガティブな側面だけでなく，
看護師が自身の倫理的感受性を大切にし，葛藤を感
じた段階でスタッフに相談したり話し合うことがで
きれば，身体拘束最小化に向けての原動力になり得
るが，相談できずに葛藤状態が長引くと自己の実践
に自信がもてずに不全感を感じてしまったり，防衛
的になって葛藤を抑圧することで倫理的感受性が低
下し機械的に身体拘束を行うようになる危険性も懸
念される。また，看護師が倫理的葛藤を感じる背景
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には，【身体拘束には患者以外の要因も影響してい
る】という認識も影響していると考えられる。『転
落したらその責任はどうなるのか』『向精神薬でふ
らふらして転倒するからという理由で拘束してい
る』『（精神科では）違和感なく拘束が行われている』
（No.5）などの記述より，事故があった際に責任を
問われてしまうかもしれないという医療者の不安に
起因した身体拘束，向精神薬の使用の多さや身体拘
束の日常化という精神科での治療環境が背景にある
身体拘束に対し，看護師が違和感を感じていると推
察される。精神科における身体拘束は精神保健福祉
法において基本的考え方，対象者，遵守事項が定め
られているが，実際の臨床場面においては判断に迷
う場面が多い（中田他，2019）。例えば，精神科病
院では高齢の認知症患者らが増え，介護保険施設同
様に車椅子での安全ベルトの使用，点滴時の身体拘
束の頻度も高くなっているが，厚労省と日精協との
間に合意事項が成立されているとされ，精神保健指
定医の診察を必要とする通常の身体拘束とは区別さ
れている（天賀谷他，2007）。具体的な例としては，
①点滴・鼻注などの生命維持に必要な医療行為のた
めの短時間の身体固定，②寝たきり予防や食事のた
めに車椅子に移乗させたり，車椅子での移動の際の
転落・ずり落ち防止のためのベルト等による固定は
指定医の診察を必要とする身体的拘束（身体拘束）
には当たらないとされている（高柳他，2015）。し
かし「短時間」という表現は漠然としており，上記
の行為を身体拘束とみなすかどうかは各施設の判断
に任される。一方で，介護現場や一般病院でガイド
ラインとして用いられる「身体拘束ゼロへの手引き」
（厚生労働省，2001）においては，上記の行為は身
体拘束禁止の対象となる具体的な行為として明記さ
れており，身体拘束をやむを得ず行う場合は，「切
迫性」「非代替性」「一時性」の3つの要件を満たし，
かつ，それらの要件の確認等の手続きが極めて慎重
に実施されているケースに限られている。これらの
ことから，「身体拘束」の概念は，精神科医療の内・
外に渡り定義と適応範囲の不明瞭さの課題があり，
そのことが個人や組織において身体拘束についての
認識や取り組みに差が出ている一因ではないかと推

測される。また，患者の立場からすれば，自分が現
在置かれている場所によって拘束をされたりされな
かったりする状況があることになり，高齢者の生活
の場が多様化していることや身体拘束が高齢者に及
ぼす侵襲度の大きさに鑑みると改善が肝要な事項で
あると考える。精神科看護師は身体拘束に対して倫
理的葛藤状態を抱きながらも，『身体拘束をしない
ための工夫を話し合い，考え，実践していくことで
やりがいを感じた』（No.4）『拘束を要するような
状況も看護師のかかわり次第』『拘束の解除につい
てはやはり看護師の判断が重要で，その点は精神看
護の専門性』（No.5）という記述にみられるように，
身体拘束最小化をめざしチームで協働したり創意工
夫する過程に，【身体拘束最小化における看護の専
門性とやりがい】を感じていると推察された。
　今回の文献検討で看護師がさまざまな倫理的葛藤
を感じながら身体拘束を行っていることが明らかと
なったが，身体拘束が及ぼす悪影響の具体的な記述
としては，『同一体位による関節の拘縮の痛みがあ
ると思う』（No.3）『拘束部位の擦り傷や軽度の痣』
（No.8）のみであった。このことから，成人に比べ
て心身が脆弱である「高齢者」に対して身体拘束を
行うことのリスクを看護師が十分認識できていない
ことが推測される。高齢者は，心身機能が低下し廃
用症候群が生じて，寝たきりになり身体拘束に起因
した死を引き起こすこともある（鈴木，2020）。そ
のため，高齢者への身体拘束の実施は成人よりも一
層慎重になる必要がある。看護師が高齢者に対して
身体拘束を実施することのリスクを認識しにくい背
景として，精神科では精神保健福祉法の下で身体拘
束の実施が認められているため，身体拘束を安易に
選択してしまうことが一因ではないかと考える。精
神状態の安定を目的とする「治療的な意味の拘束」
だけでなく，転倒・転落防止目的やカテーテル類の
自己抜去防止などのリスク予防目的の「防ぐことの
できる身体拘束」までもが現法の下で漫然と行われ
ることがあってはならない。そのため，医療者1人
1人が身体拘束の悪影響について学ぶ機会を設ける
ことや，身体拘束を実施する前にガイドライン（厚
生労働省，2001：日本看護倫理学会，2018）が示す
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工夫や手順を踏み，本当に必要な拘束かどうかを家
族を含めた多職種チームで慎重に検討することが肝
要である。
　精神科における高齢者への身体拘束に関する看護
師の取り組みについて，患者と看護師の関係，チー
ム医療の視点で考察する。まず患者と看護師の関係
の視点で【患者の在り方を尊重する】【患者の安心
感が高まるように関わる】について考察する。この
2つのカテゴリーは文献4・6に多く見られ，文献4
は認知症患者に対する看護実践の報告，文献6は統
合失調症患者に対する看護実践の報告であるが，ど
ちらの文献でも看護師の基本的な姿勢として『患者
が自分で決定できる言葉で声かけをする』（No.4）
『執拗に促さず機会をみて接する』（No.6）『患者の
ペースに合わせてスタッフが動く』（No.4）という
患者の人としての尊厳を守り患者の自己決定やペー
スを大切にした【患者の在り方を尊重する】関わり
が行われていた。また，『生活背景を考え患者の思
いを想像し，（中略）何が原因であるのかを考える』
『不潔行為があっても，どうして触るのか理由を考
え，（中略）個々に合った対応を行う』（No.4）『安
心できるように支持的・受容的に接し穏やかな統一
した言動を心がける』『尿器を使用できるようになっ
たことや，食事量が増加したことの喜びを共有した』
（No.6）など患者の言動をその人なりの表現として
捉えて言語化しづらい思いをくみ取りニードを満た
すことや，支持的・受容的関わりを通して患者の力
になろうとしている姿勢を示し【患者の安心感が高
まるように関わる】働きかけが行われていた。身体
拘束の対象となる高齢者は，精神障害や自我機能の
低下により基本的安全感が低下し，自分自身の心身
の安全を保つ行動がとりにくい状態にあると考え
られる。河合（1969）はKlopferの自我機能発達の
図式を用い，自我が健全な発達をとげるためには母
親の胎内に保護されているような心理的な安全性で
ある“基本的安全感”を必要とすること，基本的安
全感が現実吟味（現実検討力）と情緒の統合性に影
響を与えていること，現実吟味の能力が低下するよ
うな状態のときは自我が相当弱まっていることを示
している。このことを踏まえると，身体拘束の対象

となる高齢者は，基本的安全感が低下することで現
実を判断する現実検討力も低下し，不安や緊張が高
まることで，外界からの刺激を一層侵襲的に感じや
すい状態にあると考えられる。そのような状態の高
齢者にとって身体拘束は著しく侵襲的な処置であり，
身体拘束時の医療者の関わり方によっては，恐怖体
験にもなりえる。そのため，疾患によらず，高齢者
への身体拘束最小化を進めるうえでは，患者が看護
師との関係性を通して「ここにいてもよい」という
安全感，安心感を感じられるように関わり，それを
土台として現実検討力を高めるような【患者の在り
方を尊重する】【患者の安心感が高まるように関わ
る】という支援が重要であると考える。文献4では
パーソン・センタード・ケアを導入したことで，『ど
うかかわれば患者が自分らしく生活することができ
るのかを常に考えスタッフ間で共有し，さまざまな
取り組みを行った』結果，『業務中心のかかわりか
ら患者中心のかかわりに変化した』『患者が自由に
自分の感情を表出するようになり，病棟のあちらこ
ちらでスタッフと笑顔で話す光景が見られるように
なった』『患者のよい反応をうれしいと感じ，やり
がいを感じ，スタッフが生き生きした』ことを報告
している。患者と看護師は相互に影響し合っており，
患者と看護師の関係を基盤にして身体拘束が最小化
されることで看護師も喜びややりがいを感じ，【身
体拘束に倫理的葛藤を感じる】状況を乗り越えるこ
とに繋がると考える。
　次にチーム医療の視点で，【身体拘束解除に向け
て家族を含めたチームで協働する】【疾患別の特性
や対処方法，行動制限について学習する】【患者に
とって心地よく安全に過ごせる環境作りに取り組
む】について考察する。【身体拘束解除に向けて家
族を含めたチームで協働する】については，文献
4・6・7にみられた。文献6では『治療方針を確認す
るとともに，苦痛を伴わない治療方法，向精神薬の
点滴内混注や行動制限解除の可能性について主治医
と検討した』『主治医を交えたカンファレンスを毎
日計画し，精神状態に合わせた具体的なケアやかか
わり方について確認する』『穏やかな統一した言動
を心がける』など，医師を交えこまめにカンファレ
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ンスを行ったことで，看護師の苛立ちや焦りの軽減
につながり，患者に対する対応が統一できたことが
報告されていた。文献7ではカテーテルの自己抜去
防止，転倒・転落防止という身体拘束の目的を1つ
ずつ整理し，看護師，看護補助，担当医師，内科医
師，栄養士でカンファレンスを繰り返し行い，対策，
評価，修正を繰り返すことで，最終的に身体拘束を
解除できたことが報告されていた。治療方針，治療
方法，介入方法について多職種で密に連携をとり多
面的に検討することで文献6・7のような身体拘束解
除が一見困難に見える事例においても解除できると
いうことが示唆された。また，先行研究においても，
作業療法士による車椅子からのずり落ち防止のため
の座位評価や座位保持訓練，夜間良眠を目的とした
レクリエーションの促しなどが報告されており（野
原，2003），自分自身で安全が保ちにくい高齢者に
ついて多職種で情報共有することで，少ないマンパ
ワーでも病棟スタッフ全体で見守り声をかけあう工
夫が行えるのではないかと考える。一方，患者と医
療者以外で身体拘束最小化に大きな影響を与えるの
が家族の存在である。家族は患者自身が意思決定す
る能力が低下した場合に患者の代弁者として治療や
療養に関する事柄について決定することがあるた
め，患者の生命の安全を守りたいという思いで身体
拘束に同意することが多い。しかしそのような決断
をしたことを後で後悔したり，患者が亡くなった後
も「窮屈だったろう」と自責の念を抱いている家族
がいることが報告されている（厚生労働省，2001）。
また，家族は身体拘束の代替方法についてほとんど
知識がないため，安全のために身体拘束は必要だと
考えてしまうということも報告されている（Gagnon 
et al.,2013）。文献4では『転落により骨折や頭部打
撲等が発生する恐れがあること』『防止するために
ベッドを低くし，万が一転落してもできる限りけが
の防止に努めること』を家族に説明し解除の同意を
得ており，身体拘束最小化に向けて，行動制限を行
うこと，行わないことのリスク，代替方法について
の情報提供と説明を丁寧に行い，チーム医療の一員
として家族の理解と協力を得ていく必要があると考
える。【疾患別の特性や対処方法，行動制限につい

て学習する】は，文献4・6に多くみられた。『認知
症ケアの注意点，怒らない，制止しない，命令し
ない，無視しない，説得しないの5項目を見やすい
位置に張り出す』『定期的に認知症ケアについての
勉強会を行う』（No.4），『包括的暴力防止プログラ
ム（CVPPP）の伝達を行う』（No.6），『カンファ
レンスや上司の指導により行動制限の知識を得る』
（No.2）などの取り組みが行われていた。一方，こ
れらの勉強会は，病棟レベルで行われており，組織
における標準的な暴力防止対策，行動制限について
の学習会や研修の報告はみられなかった。また今回
検討したすべての文献において行動制限最小化委員
会についての記述がみられなかった。本委員会は
2004年の診療報酬改定で「医療保護入院等診察料」
が新設され，その算定要件として病院内に設置が義
務付けられたが，「現状を確認するだけで，形骸化
している」といった声も聞かれる（中田他，2019）。
身体拘束最小化を進めるうえで，行動制限最小化委
員会は身体拘束の現状把握に加え，研修会や事例検
討会の開催，代替方法の提案，取り組みの効果判
定など現場での身体拘束最小化を支える支援を行
う必要があると考える。【患者にとって心地よく安
全に過ごせる環境作りに取り組む】は，文献4に多
くみられた。『徘徊，不眠などに対して他の患者の
迷惑にならなければ自由に過ごしてもらう』『冬は
畳エリアに設置したコタツで寝てもらう』（No.4）
『ホールで過ごす時には危険のない場所にホール専
用マットを敷いて，そこで過ごせるように対応し
た』（No.7）『ゆっくり入浴できるにはどうすれば
よいか，落ち着かない患者にはどう対応したらよい
かなど様々な提案ができる』（No.4）ようになるな
ど，患者の欲求を制限せずに心地よく安全に過ごせ
る環境作りを創意工夫していた。精神科病棟の看護
師に『精神科病棟における隔離・身体拘束最小化の
ための看護介入内容』について調査した先行研究（川
内他，2014）では，【患者を知るための関わり】【協
働関係を目指した関わり】【患者に自分や周りの状
況への気づきを促す関わり】【他のスタッフと共に
行動制限解除の可能性を拡大する】【患者の人権を
尊重した関わり】がカテゴリーとして抽出されてお
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り，患者との信頼関係を築くことやチームの多職種
と協力することなどは，本研究の結果と一致してい
る。一方で，環境に関する内容は『ベッドの位置を
調整する』『ベッドをトイレの近くにする』という
ベッド周囲の環境整備に関する記載のみであり，【患
者にとって心地よく安全に過ごせる環境作りに取り
組む】ことは，「高齢者」に対する身体拘束最小化
のための支援の特徴ではないかと考えられる。認知
機能が低下した高齢者は，今いる環境や状況が理解
できず，言葉での説明，説得や，実際に行動を制止
されることは耐えがたい苦痛となり，その苦痛や不
快感，葛藤が認知症患者のBPSDを悪化させる大き
な要因となる（南，2014）。そのため，【患者にとっ
て心地よく安全に過ごせる環境作りに取り組む】こ
とは，高齢者への身体拘束最小化において重要であ
ると考える。臨床において「安全」と「自由」は対
立する価値観として語られることが多いが，人が人
として生きていくためにはどちらも必要な権利であ
り，ニードである。どちらか一方でも欠けてしまえ
ば，それは「人間らしさ」が奪われてしまうことに
なる。患者が自分自身でニードを満たすことができ
ない場合，看護師が代わりに権利擁護する必要があ
るが，「安全」か「自由」かではなく，安全を優先し
なければならない状況において，いかに患者の自由
が保てるように関わるのか，逆に患者の自由を尊重
しながら安全を保つためには，どのような工夫が行
えるだろうか，そのような視点も必要であると考える。
　今回対象とした文献の中では，身体拘束最小化に
向けての組織のトップの取り組みについての報告
はなかったが，身体拘束最小化を目指すうえで病
院長や看護部長などがまず決断することが重要で
あると報告されている（厚生労働省，2001：中田他，
2019）。精神科医療では民間病院が多いため，組織
のトップの判断と決断がより一層大きな影響力をも
つと推測され，トップが決断し責任を取るという姿
勢が示されれば，病棟においても身体拘束を防ぐ環
境作りに創意工夫がしやすくなると考えられる。
　スーパー救急や急性期の病棟を抱える精神科病院
であっても身体拘束最小化を実現した病院もある
（中田他，2019）。そのため，「安全を保つためには

身体拘束は避けられない」という前提ではなく，ラ
イフステージの総まとめの時期にある高齢者が，最
後までその人らしく尊厳をもって生きていけるよう
に身体拘束最小化をめざす組織風土を醸成すること
が重要であると考える。
３．精神科における高齢者への身体拘束最小化に対

する課題と方策

　精神科における高齢者への身体拘束最小化に対す
る課題は大きく3点あると考える。1点目は精神科
において医療者1人1人の身体拘束の知識と倫理的
感受性を高める支援である。これに対しては，臨床
倫理や行動制限に関する勉強会や研修会の開催，身
体拘束に対する葛藤や身体拘束を防ぐうえでうまく
いったケアの工夫についてカンファレンスを通し
て密に多職種で話し合うことが有効であると考え
る。2点目は組織のトップの身体拘束最小化に向け
たリーダーシップである。組織のトップである病院
長，看護部長が身体拘束最小化を決意し，現場をバッ
クアップする方針を徹底することがまず重要である。
そして，下部組織である行動制限最小化委員会の活
動を活発化させ，身体拘束の現状把握に加え，研修
会や事例検討会の開催，代替方法の提案，取り組み
効果判定など現場での身体拘束最小化を支える支援
を行うことが重要であると考える。3点目は，行政
レベルでの取り組みである。今後高齢化が進み高齢
者の生活の場も多様化することに鑑み，精神科医療
と一般病院・介護現場における身体拘束の概念の定
義と適用範囲の齟齬に対して，整合性を図るための
施策を検討する必要があると考える。また，精神科
医療での身体拘束に関し，身体拘束の目的，部位，
期間，妥当性，取り組みの効果についてより詳細な
調査も肝要であると考える。

本研究の限界と課題

　文献数が少ないため，結果を一般化するには限界
がある。また，本研究では組織内での行動制限最小
化委員会の活動については明らかにできなかったた
め，今後は，行動制限最小化委員会がどのように機
能しているかについて明らかにしていくことが課題
であると考える。
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Ⅴ．結論
　高齢者への身体拘束に対する精神科看護師の認識
と取り組みに関する8件の文献を整理した結果，精
神科看護師は高齢者への身体拘束に対して【身体拘
束の必要性の認識と仕方がないという思い】【身体
拘束には患者以外の要因も影響している】【身体拘
束に倫理的葛藤を感じる】【身体拘束最小化におけ
る看護の専門性とやりがい】という認識を抱いてお
り，高齢者への身体拘束への取り組みとして，【患
者の在り方を尊重する】【患者の安心感が高まるよ
うに関わる】【身体拘束解除に向けて家族を含めた
チームで協働する】【疾患別の特性や対処方法 , 行
動制限について学習する】【患者にとって心地よく
安全に過ごせる環境作りに取り組む】という実践を
行っていることが明らかとなった。高齢者への身体
拘束最小化に向けて，医療者の身体拘束の知識と倫
理的感受性の向上，組織のトップのリーダーシップ，
行政の身体拘束の施策の見直しと実態調査の実施の
必要性が示唆された。
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